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研究成果の概要（和文）：財政競争に参加する国のうち、一部の国のみが政策協調を行う状況における均衡の特
徴を明らかにすると同時に、そのような部分的な政策協調がどのような経済環境下において維持されやすいか
を、現実に観察される部分協調体制に沿う形で明らかにする成果を得ている。具体的には、EU域内では政策決定
で協調しながらEU域外と競争を行う状況や産油国間で政策協調を行うことで石油輸入国と移動要素をめぐる財政
競争を行う状況を分析対象として、そのような部分的な政策協調が維持されやすい条件を提示することができ
た。これらの研究は論文の形にまとめられ、最終的には、信頼できる国際学術雑誌に掲載される実績を残すこと
ができている。

研究成果の概要（英文）：This study clarifies the characteristics of the equilibrium in a situation 
where only some of the countries participating in fiscal competition engage in partial coordination.
 Specifically, it identifies the conditions under which such partial coordination is maintained by 
analyzing the models for real-world examples, e.g., (i) EU countries compete with countries outside 
the EU while cooperating in policy making within the EU; (ii) oil-producing countries engage in 
fiscal competition over mobile factors with oil-importing countries through policy coordination 
among oil-producing countries. The papers based on the research project have been published in 
reputable international academic journals.

研究分野： 公共経済学

キーワード： 財政競争理論

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
国間の競争と部分的な政策協調が同時に存在する環境を繰り返しゲームのもとで描写する研究によって、財政競
争理論の研究領域を拡張する意義があった。また、国内の政治体制と国間の部分的な政策協調との関係に着目し
た研究により、これまで個別に分析されてきた事柄を接合したうえで、それらに有意な関係性を見出したこと
は、財政競争理論に新たな知見を加えた。これらの学術成果がすぐに社会的意義を持つに至るものではないが、
BREXITを例にした部分的な協調からの離脱など、影響力の大きい社会的イベントの背景等を理解するための基盤
的理論を提示したという意味において社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

2016 年 6 月に行われたイギリスでの EU 脱退の是非を問う国民投票の結果は、世界中に大き
な驚きをもって迎えられた。同時に、この結果は、研究代表者が専門とする財政（租税）競争理
論の研究者にとってもインパクトを与えた。労働・資本・財サービスといった市場が統合された
経済において、複数国間の政策協調を維持し続けることが、財政競争理論が想定している以上に
難しいことを示したのである。 
資本や労働といった市場が統合され、それらをめぐって各国が財政上の政策手段を用いて競

争する状況に陥った場合、各国政府の政策決定には財政上の外部性が伴い、結果として、設定さ
れる税率は過度に低いものとなってしまう。これが、1980 年代半ば以降に始まった財政競争理
論において「底辺への競争」として知られている標準的見解であった。底辺への競争が生じると、
税収も不足し、社会保障や公共サービスも望ましい水準で提供できないことになる。1998 年に
OECD が報告書「有害な租税競争」を発表し、この問題が特に欧州で税制を担当する政策実務
者の間でもよく知られるようになり、タックスヘイブン問題とあわせて重要な政策課題になっ
てきた。 
底辺への競争を回避する方法のひとつが、協調税率の設定、あるいは税率の均一化への取り組

みである。財政競争理論においても、租税協調や税の均一化によってどの国が（不）利益を得る
のかという問題が分析されてきた。しかし、多くの分析はいわゆる同時手番ゲームの枠組みの中
で行われ、底辺への競争となる囚人のジレンマ状態から、いかにして政策協調を達成するかとい
う道筋を示すことはできていなかった。経済学的には、この問題は無限繰り返しゲームの枠組み
に議論を拡張することで、解答を導くことができ、それを初めて提示したのが Roberto 
Cardarelli 教授らの研究である（Cardarellei et al. 2002, JPET）。それ以降、研究代表者を含め
ていくつかの研究が無限繰り返しゲームモデルを用いて政策協調を達成するための条件を探し
てきた。 
しかし、イギリスの EU 脱退は、それまでの単純な無限繰り返しアプローチによる財政競争分

析に疑問を呈する事象となった。というのも、従来の分析は、すべての国が協調するための条件
を探すことが前提となっており、その前提が成立しないときは、すべての国が非協力的に政策を
決定することになる。しかし、欧州で起きている事実、すなわち、ドイツやフランスなどの国々
が恐れているのは、協調体制からの脱退の連鎖であり、一つの国が脱退した後、残された国々の
間での政策協調（部分協調）をどのように維持していくのかという問題である。ところが、一つ
の国が協調から逸脱した後に、残された国々の間で部分的に協調を維持していくための条件に
関する研究は、ほとんど手付かずとなっている。公刊されている研究としてはわずかに板谷淳一
教授らの２つの研究（Itaya et al. 2014, EJPE; 2016, CJE）があるのみであり、財政競争理論で
未開拓の研究領域として残されている状態にあった。 
 
２．研究の目的 
 
財政競争理論の枠組みにおいて、複数の政策手段について各国政府が協調するための条件や

財政・経済環境を求めることを課題とする研究であった。研究開始当初、イギリスの EU 脱退
（2016 年）は、脱退の連鎖を防ぎ、EU に残った国同士で部分的な協調体制を維持する為のル
ールを模索させる事態を引き起こしていた。本研究は、従来の単一政策手段の協調分析を発展さ
せ、財政移転政策、環境規制、政策決定者の選び方など、複数の政策手段を有する政府間の協調
可能性をモデル化し、経済理論の立場から、部分協調維持のための条件とその特性を提示するこ
とを目的としてきた。複数政策手段を持つ政府間の部分協調問題は、財政競争研究の中で明らか
に見過ごされてきた問題であり、EU 脱退という事象にヒントを得た本研究がそれに光を当てる
ことで、財政競争理論の研究領域を広げる意義をもつ研究提案として事業を実施してきた。 
 
３．研究の方法 
  
第一義的には、国際的に評価の定まった雑誌への論文掲載を果たすことを目的に、国内外の研

究会やワークショップでの交流を通じて各自および共同で研究をすすめるというオーソドック
スな方法を採用してきた。部分政策協調に関する幅広い問題の中から、特に理論的課題に絞るた
めに、研究体制を理論研究者中心に編成する体制をとってきた。特徴的なのは、実績と経験のあ
る 3名の研究者が研究を牽引すると同時に、モデル構築能力に優れ、強い動機をもって先端的な
研究に取り組んでいる 30歳前後の若手研究者 3名（のちに解析能力に優れた若手研究者 1名を
追加）を研究推進の核とする戦略をとっている点にあった。理論研究班３名（のちに１名追加）
を中心に理論モデルを構築し、それを個別テーマ研究班にフイードバックし、また、逆方向の知
見の提供を受けるなどの形で、各研究班の関係性を循環する形で研究を進めてきた。 
 年に一度は研究進捗を確認するために、夏休み期間を利用して研究メンバーが集まるワーク



ショップを熊本大学や三重大学、また COVID-19 パンデミック発生以降は ZOOM を利用したワー
クショップを開催して、研究推進を図ってきた。 
 税競争を行う国が部分的に政策協調する状況は主に 2 つのアプローチを使ってモデル化され
た。第一に、無限繰り返しゲーム理論の応用である。主にトリガー戦略を用いて長期的協調が維
持される確率の大小によって部分協調の維持可能性を分析した。第二に、ナッシュ交渉理論の応
用である。複数の国がいる中で、その一部が交渉によって部分協調を実現する状況と、非協調的
な政策決定を行う状況の均衡の違いを明らかにする方法によって分析を行った。 
 
４．研究成果 
  
 代表的な研究成果とそこから明らかになったポイントは以下のとおりである。 
 
（１） 税競争における政策の部分協調からの逸脱に関する研究 
Kawachi, Ogawa, and Wang (2017,IREF)において、３国協調の基本モデルを構築したうえで、協
調達成の可能性を高める環境として、以下の二点を明らかにする成果を得ている。第一に、複数
ある国のうち、その一部の国々が部分的に政策協調を行う際、資本輸出国間の税協調を促すには、
協調に加わらない国を含めた地域間財政移転を行う（full equalization)方が、協調する国々の
間のみで財政移転を行う（partial equalization）場合よりも、協調の実現可能性を高める。第
二に、資本輸入国間の税に関する部分協調を促すには、協調に加わらない国を含めた地域間財政
移転を行う（full equalization)よりも、協調する国々の間のみで財政移転を行う（partial 
equalization）方が政策協調の可能性を高める。これらの結果によって、財政移転の仕組みが３
国協調からの逸脱を防ぐ機能を果たすことを明らかにする成果を得た。 
 
（２） 税競争に挑む政策リーダーのタイプに関する研究 
Kawachi, Ogawa, and Susa (2019, ITAX)では、税競争に直面する国の有権者が自らの国の政策
決定者としてどのようなタイプの市民を選ぶことが良い均衡に導くのかについて明らかにして
いる。対称的な国同士の税競争下においては、リバイアサン的な目的を持つ政府（政策決定者）
が有権者から支持されるということが先行研究によって知られているが、我々の研究によって、
豊かさが異なる国同士の税競争のもとでは、有権者が支持する政府のタイプが国によって異な
ることが明らかにされた。具体的には、初期的に資本を豊富に持ち資本輸出国になりやすい国で
は、博愛主義的な目的を持つ政府（政策決定者）が支持され、資本保有が少なく資本を輸入する
立場になりやすい国では、リバイアサン的な目的を持つ政府（政策決定者）が支持されやすいこ
とを明らかにした。かりに税率の国間協調が実現できたとしても、国の政策リーダーを選出する
方法や選ばれるリーダーのタイプに関して各国が協調することは困難である。その意味で、税率
のみの協調が実現する部分的な政策協調研究のベースモデルを構築する成果にもなっている。 
 
（３） 税競争における課税基準に関する研究 
Aiura and Ogawa (2019, JE)では、越境消費をめぐる税競争理論に「財の多様性」によって消費
者を引き付けるという新たな視点を付加する貢献をなしている。伝統的な越境消費に対する税
競争では、低い税率によって消費者を誘致する競争が前提とされてきたが、独占的競争モデルと
税競争モデルを統合することで、この研究では、税率に加えて、供給する財の多様性（バラエテ
ィー）によって消費者を引き付ける地域間競争が行われる状況を分析する理論を提示する成果
をあげている。標準的見解は、越境消費をめぐる税競争が行われる場合は、仕向け地課税原則に
各国がコミットする政策協調を行うことが望ましいとされているが、「財の多様性」の存在は 
この見解を覆す可能性があることを証明した。つまり、消費者が「財の多様性」に魅力を感じて
消費地を選択する場合には、原産地課税原則に各国が協調してコミットするほうが税競争に伴
う資源配分の非効率性を緩和できる可能性を示す研究成果を得ている。 
 
（４） 税競争と財政の持続可能性の関係に関する研究 
Miyazawa, Ogawa, and Tamai (2019, EER)では、税競争の進展が財政の持続可能性に与える影
響を内生的経済成長理論にもとづいて分析している。資本市場が各国で閉じている状況から資
本市場統合というイベントが起きると、各国が資本を誘致するために資本税率を引き下げる競
争が起きる。これは税収の低下をもたらすので、財源を国債発行に依存する度合いが高まり、結
果として財政の持続可能性を低下させる。他方で、市場統合は、越境移動する要素にキャピタラ
イズされた知識が国境を越えて移動することを可能にする。つまり、市場統合により知識のスピ
ルオーバーが起きるので、各国の経済成長を促し財政の持続可能性を改善する。各国の初期的な
国債残高や資本ストックの量などに応じて、市場統合のメリットとデメリットの大きさは変わ
ってくることで、各国が協調して市場統合を実現した後に生じる非協調的な税競争が長期的な
財政条件に与える影響を明らかにする成果を得ている。 
 



（５）世界市場との結びつきと国内地域間税競争に関する研究 
Kasamatsu and Ogawa (2020, JPET)では、国内複数地域が非協調的に税率を決める状況下にお
いて、各地域の資本市場を世界の資本市場に直結するという政策協調を行う誘因があるかどう
かを明らかにしている。この研究の中では、各地域は自国に有利になるように税率を戦略的に引
き下げる状況が非効率性を生み出す。このとき、自国の資本市場を世界市場にリンクさせること
で、そのような戦略的な政策決定から得られる利得が減ることになることを読み込んで、各国市
場を世界市場にリンクすることに協力することを示す成果を得ている。すなわち、外部市場を使
うという点で各地域が部分的に協調することによって、非協調的な税競争に伴う弊害を緩和で
きることを示すことに成功した。 
 
（６）部分的な環境税協調の維持条件 
Ogawa (2021, JEEM)では、産油国と石油輸入国が原油価格で利害対立する状況で、産油国のみが
価格維持のための政策協調を部分的に行う経済環境をモデル化し、そのような政策協調が維持
される国内政治状況を分析している。石油輸入国の多くでは民主的な制度の下で政策決定者が
市民の中から選ばれる前提に立ち、産油国における政治体制の違いがもたらす均衡への影響を
明らかにした。特に、産油国において政策決定者が何らかの非民主的理由によって外生的に与え
られる場合には、産油国間の部分的な政策協調は維持されるが、それらの国において政策決定者
が民主的に選ばれるようになると政策協調が崩壊することを示す理論仮説を提示する成果をあ
げている。 
 
（７）自由貿易協定の締結が締結国以外に与える影響に関する研究 
Yanase and Tsubuku (2022, IREF)では、3国のうち 2国が自由貿易協定を締結した場合に、締
結国と非締結国が受ける影響が各国間で発生する輸送費用の水準にどのように左右されるのか
を明らかにしている。特に、締結国間の輸送費用が相対的に高い水準にある場合には、協定の締
結国のみならず、これらの国の域外税率の変化を通じて非締結国の厚生も悪化させてしまう可
能性があることを見つけたことによって、部分的な自由貿易協定の維持が、輸送費用の水準によ
って条件づけられることを明らかにする成果を得ている。 
 
以上の（１）―（７）に代表されるように、世界のすべての国の間で税の協調を行うことは難し
い状況を主に税競争モデルを使って表現し、一部の国の間で部分協調を行うための条件や経済
環境を明らかにし、そこから現実的な政策協調を達成するための政策示唆を得る側面での貢献
をなしている。 
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